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各派内示・記者会見資料 （平成24年11月22日）

平成 2 4年 1 1月秋田市議会定例会提出予定案件

件 名 説 明

「 条 例 案 」 41件

１ 秋田市公文書管理条例を設定する ○設定理由

件 市の公文書等の管理に関する基本的事項

を定めること等により、公文書等の適正な

管理、歴史公文書等の適切な保存および利

用等を図り、もって市政が適正かつ効率的

に運営されるようにするとともに、市民に

市の諸活動を説明する責務を全うするため、

この条例を設定しようとするもの

○要旨

１ 市の機関は、経緯も含めた意思決定の

過程等を合理的に跡付け、又は検証する

ことができるよう、一定事項について文

書を作成しなければならないこととする

とともに、公文書等の管理の方法、保存

期間が満了したときの移管の手続等につ

いて規定する。

２ 市が設立した地方独立行政法人は、市

の機関に準じ適正な法人文書の管理を行

わなければならないこととする。

３ 特定歴史公文書等の利用の請求および

その対象、実費の負担、請求の決定に係

る異議申立て等について規定する。

４ 公文書管理委員会の委員、任期等およ

び公文書管理委員会に諮問する事項につ

いて規定する。

５ 公社等の公的団体は、この条例の趣旨

にのっとり、その保有する文書の適正な

管理をするよう努めなければならないこ

ととする。

６ その他公文書等の管理に関し必要な事

項を規定する。

○施行期日 平成26年４月１日から。ただ

し、公文書管理委員会の設置に関する規定

は平成25年４月１日から。条例の施行に関
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し必要な経過措置を規定する。

２ 秋田市職員定数条例の一部を改正 ○改正理由

する件 秋田公立美術工芸短期大学の廃止に伴い、

職員の定数を改めるため、改正しようとす

るもの

○改正要旨

秋田公立美術工芸短期大学の職員の定数

を削る。

○施行期日 平成25年４月１日から

３ 特別職の職員の給与に関する条例 ○改正理由

の一部を改正する件 特別職の職員の給料月額および期末手当

の額を減ずる特例措置の期間を延長するた

め、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 市長の期末手当額の10％ならびに副市

長、常勤の監査委員および地方公営企業

管理者の期末手当額の５％を減ずる暫定

的な特例措置の適用期限を、平成24年12

月まで延長する。

２ 市長の給料月額の10％ならびに副市長、

常勤の監査委員および地方公営企業管理

者の給料月額の５％を減ずる暫定的な特

例措置の適用期限を、平成25年４月30日

まで延長する。

○施行期日 平成24年12月１日から

４ 秋田市職員給与条例の一部を改正 ○改正理由

する件 秋田公立美術工芸短期大学の廃止に伴い

規定を整備するため、改正しようとするも

の

○改正要旨

秋田公立美術工芸短期大学の廃止に伴い、

教育職給料表(1)を廃止するとともに、規定

を整備する。

○施行期日 平成25年４月１日から

５ 教育長の給与、勤務時間その他の ○改正理由

勤務条件に関する条例の一部を改 教育長の給料月額および期末手当の額を

正する件 減ずる特例措置の期間を延長するため、改

正しようとするもの
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○改正要旨

１ 教育長の期末手当額の５％を減ずる暫

定的な特例措置の適用期限を、平成24年

12月まで延長する。

２ 教育長の給料月額の５％を減ずる暫定

的な特例措置の適用期限を、平成25年４

月30日まで延長する。

○施行期日 平成24年12月１日から

６ 公立大学法人秋田公立美術大学に ○設定理由

係る重要な財産を定める条例を設 公立大学法人秋田公立美術大学（以下「法

定する件 人」という。）に係る重要な財産を定める

ため、この条例を設定しようとするもの

○要旨

法人が譲渡等をするときに市長の認可を

受けなければならない重要な財産は、予定

価格又は適正な見積価額が2,000万円以上の

不動産（土地については、その面積が１件

5,000㎡以上に限る。）もしくは動産又は不

動産の信託の受益権とする。

○施行期日 平成25年４月１日から

７ 公立大学法人秋田公立美術大学へ ○設定理由

の職員の引継ぎに関する条例を設 公立大学法人秋田公立美術大学（以下「法

定する件 人」という。）への職員の引継ぎに係る市

の内部組織を定めるため、この条例を設定

しようとするもの

○要旨

法人の成立の日に当該法人の職員となる

市の内部組織は、秋田公立美術工芸短期大

学（事務局および附属図書館を除く。）と

する。

○施行期日 平成25年４月１日から

８ 秋田市指定障害福祉サービスの事 ○設定理由

業等の人員、設備および運営に関 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

する基準を定める条例を設定する 法律第37号）に伴い、指定障害福祉サービ

件 スの事業の人員等に関する基準を定めるた

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための め、この条例を設定しようとするもの

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ ○要旨

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 １ 指定障害福祉サービス事業者は、利用

者の意向、適性、障害の特性その他の事
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情を踏まえた個別支援計画を作成し、こ

れに基づき指定障害福祉サービスを提供

すること等とする。

２ 次に掲げる指定障害福祉サービス事業

等の基本方針および人員、設備、運営等

に関する基準（厚生労働省令と同一の内

容）について規定する。

(1) 居宅介護、重度訪問介護、同行援護

および行動援護

(2) 療養介護

(3) 生活介護

(4) 短期入所

(5) 重度障害者等包括支援

(6) 共同生活介護

(7) 自立訓練（機能訓練）

(8) 自立訓練（生活訓練）

(9) 就労移行支援

(10) 就労継続支援Ａ型

(11) 就労継続支援Ｂ型

(12) 共同生活援助

３ 多機能型、一体型指定共同生活介護事

業所等に関する特例等について規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から

９ 秋田市指定障害者支援施設の人 ○設定理由

員、設備および運営に関する基準 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

を定める条例を設定する件 法律第37号）に伴い、指定障害者支援施設

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための の人員等に関する基準を定めるため、この

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ 条例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 指定障害者支援施設は、利用者の意向、

適性、障害の特性その他の事情を踏まえ

た個別支援計画を作成し、これに基づき

施設障害福祉サービスを提供すること等

とする。

２ 指定障害者支援施設の人員、設備およ

び運営に関する基準（厚生労働省令と同

一の内容）等について規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から
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10 秋田市障害福祉サービス事業の設 ○設定理由

備および運営に関する基準を定め 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

る条例を設定する件 法律第37号）に伴い、障害福祉サービス事

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 業の設備および運営に関する基準を定める

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ ため、この条例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 障害福祉サービス事業者は、利用者の

意向、適性、障害の特性その他の事情を

踏まえた個別支援計画を作成し、これに

基づき障害福祉サービスを提供すること

等とする。

２ 次に掲げる障害福祉サービス事業の基

本方針ならびに設備および運営に関する

基準（厚生労働省令と同一の内容）等に

ついて規定する。

(1) 療養介護

(2) 生活介護

(3) 自立訓練（機能訓練）

(4) 自立訓練（生活訓練）

(5) 就労移行支援

(6) 就労継続支援Ａ型

(7) 就労継続支援Ｂ型

３ 多機能型に関する特例等について規定

する。

○施行期日 平成25年４月１日から

11 秋田市地域活動支援センターの設 ○設定理由

備および運営に関する基準を定め 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

る条例を設定する件 法律第37号）に伴い、地域活動支援センタ

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための ーの設備および運営に関する基準を定める

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ ため、この条例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 地域活動支援センターは、利用者が地

域において自立した日常生活等を営むこ

とができるよう、利用者の創作的活動等

および社会との交流の促進を図るととも

に、日常生活に必要な支援を適切かつ効

果的に行うものでなければならないこと

等とする。

２ 地域活動支援センターの設備および運

営に関する基準（厚生労働省令と同一の

内容）等について規定する。
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○施行期日 平成25年４月１日から

12 秋田市福祉ホームの設備および運 ○設定理由

営に関する基準を定める条例を設 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

定する件 法律第37号）に伴い、福祉ホームの設備お

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための よび運営に関する基準を定めるため、この

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ 条例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 福祉ホームは、利用者が地域において

自立した日常生活等を営むことができる

よう、現に住居を求めている障害者につ

き、低額な料金で居室等を利用させると

ともに、日常生活に必要な支援を適切か

つ効果的に行うものでなければならない

こと等とする。

２ 福祉ホームの設備および運営に関する

基準（厚生労働省令と同一の内容）等に

ついて規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から

13 秋田市障害者支援施設の設備およ ○設定理由

び運営に関する基準を定める条例 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

を設定する件 法律第37号）に伴い、障害者支援施設の設

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 備等に関する基準を定めるため、この条例

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 障害者支援施設は、利用者の意向、適

性、障害の特性その他の事情を踏まえた

個別支援計画を作成し、これに基づき施

設障害福祉サービスを提供すること等と

する。

２ 障害者支援施設の設備および運営に関

する基準（厚生労働省令と同一の内容）

等について規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から

14 秋田市指定障害福祉サービス事業 ○設定理由

者および指定障害者支援施設の指 障害者自立支援法の一部改正（平成23年

定の申請者等に関する基準を定め 法律第37号）に伴い、指定障害福祉サービ

る条例を設定する件 ス事業者の指定の申請者等に関する基準を

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 定めるため、この条例を設定しようとする

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ もの
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月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

指定障害福祉サービス事業者および指定

障害者支援施設の指定の申請者等の基準は、

原則として法人であることとするもの

（厚生労働省令と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

15 秋田市救護施設等の設備および運 ○設定理由

営に関する基準を定める条例を設 生活保護法の一部改正（平成23年法律第

定する件 105号）に伴い、救護施設等の設備および運

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 営に関する基準を定めるため、この条例を

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 設定しようとするもの

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 救護施設、更正施設、授産施設および

宿所提供施設（以下「救護施設等」とい

う。）は、入所者等に対し、健全な環境

の下で社会福祉事業に関する熱意および

能力を有する職員による適切な処遇を行

うよう努めなければならないこととする。

２ 救護施設等の設備および運営に関する

基準（厚生労働省令と同一の内容）等に

ついて規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から

16 秋田市指定居宅サービス等の事業 ○設定理由

の人員、設備および運営に関する 介護保険法の一部改正（平成23年法律第

基準を定める条例を設定する件 37号）に伴い、指定居宅サービスの事業の

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 人員等に関する基準を定めるため、この条

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ 例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 指定居宅サービス事業者は、利用者の

意思および人格を尊重し、常に利用者の

立場に立ったサービスの提供に努めなけ

ればならないこと等とする。

２ 次に掲げる指定居宅サービス事業の基

本方針および人員、設備、運営等に関す

る基準（厚生労働省令と同一の内容）等

について規定する。

(1) 訪問介護

(2) 訪問入浴介護

(3) 訪問看護

(4) 訪問リハビリテーション
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(5) 居宅療養管理指導

(6) 通所介護

(7) 通所リハビリテーション

(8) 短期入所生活介護

(9) 短期入所療養介護

(10) 特定施設入居者生活介護

(11) 福祉用具貸与

(12) 特定福祉用具販売

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

17 秋田市指定介護予防サービス等の ○設定理由

事業の人員、設備および運営なら 介護保険法の一部改正（平成23年法律第

びに指定介護予防サービス等に係 37号）に伴い、指定介護予防サービス等の

る介護予防のための効果的な支援 事業の人員、設備および運営に関する基準

の方法に関する基準を定める条例 等を定めるため、この条例を設定しようと

を設定する件 するもの

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための ○要旨

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ １ 指定介護予防サービス事業者は、利用

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 者の意思および人格を尊重し、常に利用

者の立場に立ったサービスの提供に努め

なければならないこと等とする。

２ 次に掲げる指定介護予防サービス事業

の基本方針ならびに人員、設備、運営お

よび介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（厚生労働省令と同一の

内容）等について規定する。

(1) 介護予防訪問介護

(2) 介護予防訪問入浴介護

(3) 介護予防訪問看護

(4) 介護予防訪問リハビリテーション

(5) 介護予防居宅療養管理指導

(6) 介護予防通所介護

(7) 介護予防通所リハビリテーション

(8) 介護予防短期入所生活介護

(9) 介護予防短期入所療養介護

(10) 介護予防特定施設入居者生活介護

(11) 介護予防福祉用具貸与

(12) 特定介護予防福祉用具販売

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。
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18 秋田市指定介護老人福祉施設の人 ○設定理由

員、設備および運営に関する基準 介護保険法の一部改正（平成23年法律第

を定める条例を設定する件 37号）等に伴い、指定介護老人福祉施設の

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 人員等に関する基準を定めるため、この条

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ 例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 指定介護老人福祉施設は、施設サービ

ス計画に基づき、可能な限り居宅におけ

る生活への復帰を念頭に置いて、入浴、

食事等の介護、相談等の日常生活上の世

話および療養上の世話等を行うことによ

り、入所者がその有する能力に応じ自立

した日常生活を営むことができるように

することを目指すものでなければならな

いこと等とする。

２ 指定介護老人福祉施設の設備の基準の

うち一の居室の定員は、１人とする。た

だし、ユニット型を除く指定介護老人福

祉施設において、市長が認める場合は、

４人以下とする（ただし書については市

独自）。

３ １および２のほか、指定介護老人福祉

施設の人員、設備および運営に関する基

準（厚生労働省令と同一の内容）等につ

いて規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

19 秋田市介護老人保健施設の人員、 ○設定理由

施設および設備ならびに運営に関 介護保険法の一部改正（平成23年法律第

する基準を定める条例を設定する 37号）に伴い、介護老人保健施設の人員等

件 に関する基準を定めるため、この条例を設

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 定しようとするもの

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ ○要旨

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 １ 介護老人保健施設は、施設サービス計

画に基づき、看護、医学的管理の下にお

ける介護、機能訓練その他必要な医療お

よび日常生活上の世話を行うことにより、

入所者がその有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるようにする

とともに、居宅における生活への復帰を
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目指すものでなければならないこと等と

する。

２ 介護老人保健施設の人員、施設および

設備ならびに運営に関する基準（厚生労

働省令と同一の内容）等について規定す

る。

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

20 秋田市指定地域密着型サービスの ○設定理由

事業の人員、設備および運営に関 介護保険法の一部改正（平成23年法律第

する基準を定める条例を設定する 37号）等に伴い、指定地域密着型サービス

件 の事業の人員等に関する基準を定めるため、

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための この条例を設定しようとするもの

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ ○要旨

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 １ 指定地域密着型サービス事業者は、利

用者の意思および人格を尊重し、常に利

用者の立場に立ったサービスの提供に努

めなければならないこと等とする。

２ 次に掲げる指定地域密着型サービス事

業の基本方針および人員、設備、運営等

に関する基準（厚生労働省令と同一の内

容）等について規定する。

(1) 定期巡回･随時対応型訪問介護看護

(2) 夜間対応型訪問介護

(3) 認知症対応型通所介護

(4) 小規模多機能型居宅介護

(5) 認知症対応型共同生活介護

(6) 地域密着型特定施設入居者生活介護

(7) 地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

(8) 複合型サービス

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

21 秋田市指定地域密着型介護予防サ ○設定理由

ービスの事業の人員、設備および 介護保険法の一部改正（平成23年法律第

運営ならびに指定地域密着型介護 37号）に伴い、指定地域密着型介護予防サ

予防サービスに係る介護予防のた ービスの事業の人員、設備および運営に関

めの効果的な支援の方法に関する する基準等を定めるため、この条例を設定

基準を定める条例を設定する件 しようとするもの

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための ○要旨
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関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ １ 指定地域密着型介護予防サービス事業

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 者は、利用者の意思および人格を尊重し、

常に利用者の立場に立ったサービスの提

供に努めなければならないこと等とする。

２ 次に掲げる指定地域密着型介護予防サ

ービス事業の基本方針ならびに人員、設

備、運営および介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（厚生労働省

令と同一の内容）等について規定する。

(1) 介護予防認知症対応型通所介護

(2) 介護予防小規模多機能型居宅介護

(3) 介護予防認知症対応型共同生活介護

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

22 秋田市特別養護老人ホームの設備 ○設定理由

および運営に関する基準を定める 老人福祉法の一部改正（平成23年法律第

条例を設定する件 37号）に伴い、特別養護老人ホームの設備

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための および運営に関する基準を定めるため、こ

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ の条例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 特別養護老人ホームは、入所者に対し、

健全な環境の下で、社会福祉事業に関す

る熱意および能力を有する職員による適

切な処遇を行うよう努めなければならな

いこと等とする。

２ 特別養護老人ホームの設備の基準のう

ち一の居室の定員は、１人とする。ただ

し、ユニット型および地域密着型を除く

特別養護老人ホームにおいて、市長が認

める場合は、４人以下とする（ただし書

については市独自）。

３ １および２のほか、特別養護老人ホー

ムの人員、設備および運営に関する基準

（厚生労働省令と同一の内容）等につい

て規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。
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23 秋田市養護老人ホームの設備およ ○設定理由

び運営に関する基準を定める条例 老人福祉法の一部改正（平成23年法律第

を設定する件 37号）に伴い、養護老人ホームの設備およ

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための び運営に関する基準を定めるため、この条

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ 例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 養護老人ホームは、処遇計画に基づき、

社会復帰の促進および自立のために必要

な指導その他の援助を行うことにより、

入所者がその有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるようにする

ことを目指すものでなければならないこ

と等とする。

２ 養護老人ホームの設備および運営に関

する基準（厚生労働省令と同一の内容）

等について規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

24 秋田市軽費老人ホームの設備およ ○設定理由

び運営に関する基準を定める条例 社会福祉法の一部改正（平成23年法律第

を設定する件 105号）に伴い、軽費老人ホームの設備およ

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための び運営に関する基準を定めるため、この条

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 例を設定しようとするもの

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 軽費老人ホームは、無料又は低額な料

金で、身体機能の低下等により自立した

日常生活に不安がある者で、家族による

援助が困難なものを入所させ、食事の提

供、相談等の日常生活上必要な便宜を提

供することにより、入所者が安心して生

き生きと明るく生活できるようにするこ

とを目指すものでなければならないこと

等とする。

２ 軽費老人ホームの設備および運営に関

する基準（厚生労働省令と同一の内容）

等について規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。
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25 秋田市指定居宅サービス事業者等 ○設定理由

の指定の申請者等に関する基準を 介護保険法の一部改正（平成23年法律第

定める条例を設定する件 37号）に伴い、指定居宅サービス事業者等

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための の指定の申請者に関する基準を定めるため、

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ この条例を設定しようとするもの

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

指定居宅サービス事業者、指定地域密着

型サービス事業者、指定介護予防サービス

事業者および指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者の指定の申請者の基準は、原則

として法人であることとするもの

（厚生労働省令と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

26 秋田市手数料条例の一部を改正す ○改正理由

る件 薬事法の一部改正（平成23年法律第105号）

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための に伴い、薬局の開設の許可申請等に係る手

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 数料を定めるため、改正しようとするもの

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○改正要旨

新たに薬局開設許可申請手数料、薬局製

造販売医薬品の製造販売業許可申請手数料

等を定めるとともに、規定を整備する。

（秋田県と同額）

○施行期日 平成25年４月１日から

27 秋田市医療法施行条例を設定する ○設定理由

件 医療法の一部改正（平成23年法律第105号）

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための に伴い、専属の薬剤師を置かなければなら

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 ない診療所の基準を定めるため、この条例

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 を設定しようとするもの

○要旨

専属の薬剤師を置かなければならない診

療所は、医師が常時３人以上勤務する診療

所とする。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

28 秋田市食品衛生法施行条例の一部 ○改正理由

を改正する件 食品衛生法施行令の一部改正（平成23年

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 政令第407号）に伴い、食品衛生検査施設の

関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係政 設備および職員の配置に関する基準を定め

令等の整備等に関する政令(平成23年政令第407号):平成23年12 るとともに、規定を整備するため、改正し
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月21日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ようとするもの

○改正要旨

１ 食品衛生検査施設には、理化学検査室、

微生物検査室等を設けることとする。

２ 食品衛生検査施設には、純水装置、定

温乾燥器等を備えることとする。

３ 食品衛生検査施設には、検査又は試験

のために必要な職員を置くこととする。

（厚生労働省令と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

29 秋田市旅館業法施行条例の一部を ○改正理由

改正する件 旅館業法の一部改正（平成23年法律第105

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 号）に伴い、旅館業を営む施設について営

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 業者が講ずべき衛生措置の基準等を定める

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ため、この条例を設定しようとするもの

○改正要旨

１ 旅館業の営業の許可について、一定の

社会教育施設等と近接している場合にこ

れを与えないことができることとなる当

該近接する社会教育施設等は、図書館、

博物館等とする。

２ 旅館業を営む施設の設置の許可に関し、

社会教育施設等への影響について意見を

求める者を規定する。

３ 旅館業を営む施設について営業者が講

ずべき衛生措置の基準を規定する。

４ 営業者が宿泊を拒むことができる事由

について規定する。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

30 秋田市理容師法施行条例を設定す ○設定理由

る件 理容師法の一部改正（平成23年法律第105

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 号）に伴い、理容師が理容の業を行うとき

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 に講じなければならない衛生上必要な措置

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 の基準等を定めるため、この条例を設定し

ようとするもの

○要旨

１ 理容師が理容所以外の場所で業を行う

ことができるのは、演劇等の発表会等に

出演する者に対してその出演の直前に理
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容を行う場合および社会福祉施設、矯正

施設等に入所している者に対して理容を

行う場合とする。

２ 理容師が理容の業を行うときに講じな

ければならない衛生上必要な措置の基準

を規定する。

３ 理容所の開設者が講じなければならな

い衛生上必要な措置の基準を規定する。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

31 秋田市美容師法施行条例を設定す ○設定理由

る件 美容師法の一部改正（平成23年法律第105

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 号）に伴い、美容師が美容の業を行うとき

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 に講じなければならない衛生上必要な措置

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 の基準等を定めるため、この条例を設定し

ようとするもの

○要旨

１ 美容師が美容所以外の場所で業を行う

ことができるのは、演劇等の発表会等に

出演する者に対してその出演の直前に美

容を行う場合および社会福祉施設、矯正

施設等に入所している者に対して美容を

行う場合とする。

２ 美容師が美容の業を行うときに講じな

ければならない衛生上必要な措置の基準

を規定する。

３ 美容所の開設者が講じなければならな

い衛生上必要な措置の基準を規定する。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

32 秋田市興行場法施行条例を設定す ○設定理由

る件 興行場法の一部改正（平成23年法律第105

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 号）に伴い、興行場の設置の場所に関する

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 基準等を定めるため、この条例を設定しよ

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 うとするもの

○要旨

１ 興行場を設置する場合の場所、構造設

備および衛生に必要な措置の基準を規定

する。

２ 市長は、屋外興行場、臨時興行場等に
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ついて衛生上支障がないと認める場合は、

１の基準の一部を緩和し、又は適用しな

いことができる。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

33 秋田市公衆浴場法施行条例を設定 ○設定理由

する件 公衆浴場法の一部改正（平成23年法律第

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 105号）に伴い、公衆浴場の設置の場所の配

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 置基準等を定めるため、この条例を設定し

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ようとするもの

○要旨

１ 公衆浴場を設置する場合の場所の配置

基準を規定する。

２ 公衆浴場の営業者が講ずべき衛生およ

び風紀に関し必要な措置の基準を規定す

る。

３ 個室内に入浴設備を設ける公衆浴場等

について営業者が講ずべき衛生および風

紀に関し必要な措置の基準を規定する。

４ 市長は、常時豊富に浴用に供し得る温

泉を利用する浴場その他衛生上および風

紀上支障がないと認める公衆浴場につい

ては、２の基準の一部に関する特例を設

けることができることとする。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

34 秋田市クリーニング業法施行条例 ○設定理由

を設定する件 クリーニング業法の一部改正（平成23年

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 法律第105号）に伴い、クリーニング業を営

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 む施設について営業者が講ずべき衛生措置

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 の基準等を定めるため、この条例を設定し

ようとするもの

○要旨

クリーニング業を営む施設について営業

者が講ずべき衛生措置の基準等を規定する。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から
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35 秋田市児童福祉施設の設備および ○設定理由

運営に関する基準を定める条例を 児童福祉法の一部改正（平成23年法律第

設定する件 105号）に伴い、児童福祉施設の設備および

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 運営に関する基準を定めるため、この条例

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第105号):平成23年 を設定しようとするもの

８月30日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 ○要旨

１ 助産施設、母子生活支援施設および保

育所（以下「児童福祉施設」という。）の

入所者が、衛生的な環境において、健や

かに育成されることを保障するための最

低基準を規定する。

２ 母子生活支援施設および保育所は、施

設の運営のより一層の健全化を図るため、

各施設の長を置くこととする。

３ 保育所の乳児室の面積は、ほふくしな

い乳幼児１人につき1.65平方メートル以

上とし、ほふく室の面積は、ほふくする

乳幼児１人につき3.3平方メートル以上と

する。

４ 全ての保育所に医務室を設けることと

する。

５ ２から４までのほか、児童福祉施設の

設備および運営に関する基準について規

定する。

（厚生労働省と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置および特例措

置を規定する。

36 秋田市保育所設置条例の一部を改 ○改正理由

正する件 港北保育所の民間移行に伴い、同保育所

を廃止するため、改正しようとするもの

○改正要旨

港北保育所の項を削る。

○施行期日 平成25年４月１日から

37 秋田市風致地区内における建築等 ○設定理由

の規制に関する条例を設定する件 風致地区内における建築等の規制に係る

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 条例の制定に関する基準を定める政令の一

関係法律の整備に関する法律の一部の施行に伴う国土交通省関係政 部改正（平成23年政令第363号）に伴い、市

令等の整備等に関する政令(平成23年政令第363号):平成23年11 の風致地区内における建築等の規制につい

月28日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 て定めるため、この条例を設定しようとす
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るもの

○要旨

１ 風致地区内において、あらかじめ市長

の許可を受けなければならない建築物等

の新築その他の行為について規定する。

２ 国土保全施設等に係る行為又は道路等

の設置等に係る行為で規則で定めるもの

については、市長の許可等を要せず、あ

らかじめ市長に通知しなければならない

こととする。

３ 許可に関する基準および条件について

規定する。

（秋田県の基準と同一の内容）

４ この条例に違反した者への監督処分、

罰則等について規定する。

５ その他必要な事項を規定する。

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

38 秋田市営住宅条例の一部を改正す ○改正理由

る件 公営住宅法の一部改正（平成23年法律第

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 37号）等に伴い、市営住宅の入居収入基準

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ 等を定めるとともに、規定を整備するため、

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 改正しようとするもの

○改正要旨

市営住宅に係る入居収入基準を改めると

ともに、単身者が入居することができる要

件等について規定する。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

39 秋田市営住宅等の整備基準を定め ○設定理由

る条例を設定する件 公営住宅法の一部改正（平成23年法律第

･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための 37号）に伴い、市営住宅等の整備基準を定

関係法律の整備に関する法律(平成23年法律第37号):平成23年５ めるため、この条例を設定しようとするも

月２日公布､一部を除き平成24年４月１日施行 の

○要旨

１ 市営住宅等の敷地の位置は、入居者の

日常生活の利便等を考慮して選定するこ

ととする。

２ 住棟その他の建築物は、良好な居住空
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間の確保等を考慮して配置することとす

る。

３ 住宅には、防火等のための適切な措置

を講ずることとする。

４ 市営住宅の一戸の床面積の合計等につ

いて規定する。

５ 住戸内の各部には、高齢者等が日常生

活を支障なく営むことができるための措

置を講ずることとする。

６ 市営住宅の通行の用に供する共用部分

には、高齢者等の移動の利便性等の確保

を図るための措置を講ずることとする。

７ その他共同施設の整備基準等について

規定する。

（秋田県の基準と同一の内容）

○施行期日 平成25年４月１日から

40 秋田公立美術工芸短期大学条例を ○廃止理由

廃止する件 秋田公立美術大学の開学に伴い、秋田公

立美術工芸短期大学を廃止するため、廃止

しようとするもの

○施行期日 平成25年４月１日から

41 秋田公立美術工芸短期大学附属高 ○改正理由

等学院設置条例の一部を改正する 秋田公立美術大学の開学に伴い、秋田公

件 立美術工芸短期大学附属高等学院（以下「附

属高等学院」という。）の名称を改めるた

め、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 条例の題名を「秋田公立美術大学附属

高等学院設置条例」に改める。

２ 附属高等学院の名称を「秋田公立美術

大学附属高等学院」に改める。

○施行期日 平成25年４月１日から。名称

の改正に伴い関連する条例の一部を改正し、

規定を整備する。
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「 単 行 案 」 ３件

42 平成24年度秋田市一般会計補正予 ○衆議院解散に伴う衆議院議員総選挙およ

算（第６号）に関する専決処分に び最高裁判所裁判官国民審査の施行に要す

ついて承認を求める件 る経費を補正するため専決処分した件につ

いて、議会の承認を求めようとするもの

・専決処分年月日 平成24年11月21日

・補 正 額 105,713千円

・補正後の一般会計予算額

122,054,626千円

※専決処分した理由

衆議院解散に伴う衆議院議員総選挙およ

び最高裁判所裁判官国民審査の施行に要す

る経費の補正について特に緊急を要し、議

会を招集する時間的余裕がなかったため

※提出根拠法：地方自治法第179条第３項

43 公立大学法人秋田公立美術大学に ○公立大学法人秋田公立美術大学に承継さ

承継させる権利を定める件 せる権利を定めるため、議会の議決を求め

ようとするもの

※提出根拠法：地方独立行政法人法第66条第１項および地方独立行政法人法施行令

第９条

44 市道路線を認定する件 ○宅地造成に伴い新設された道路等を一般

交通の用に供するため、市道路線に認定し

ようとするもの

・認定路線 ４路線 延長 267.2ｍ

・認定後の市道路線延長約 1,989.6ｋｍ

※提出根拠法：道路法第８条第２項

「 予 算 案 」 １４件

45 平成24年度秋田市一般会計補正予 ○資料別紙

算（第７号）の件

46 平成24年度秋田市土地区画整理会

計補正予算（第１号）の件

47 平成24年度秋田市市営墓地会計補

正予算（第１号）の件
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48 平成24年度秋田市中央卸売市場会 ○資料別紙

計補正予算（第１号）の件

49 平成24年度秋田市公設地方卸売市

場会計補正予算（第３号）の件

50 平成24年度秋田市大森山動物園会

計補正予算（第１号）の件

51 平成24年度秋田市廃棄物発電会計

補正予算（第１号）の件

52 平成24年度秋田市国民健康保険事

業会計補正予算（第１号）の件

53 平成24年度秋田市介護保険事業会

計補正予算（第１号）の件

54 平成24年度秋田市後期高齢者医療

事業会計補正予算（第１号）の件

55 平成24年度秋田市病院事業会計補

正予算（第２号）の件

56 平成24年度秋田市水道事業会計補

正予算（第２号）の件

57 平成24年度秋田市下水道事業会計

補正予算（第１号）の件

58 平成24年度秋田市農業集落排水事

業会計補正予算（第１号）の件
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「 追加提案 」

「 人 事 案 」 ３件

59 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員山本尚子氏の任期満了（平

いて意見を求める件 成25年３月31日付）に伴い、その後任候補

者の推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項

60 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員高井志津子氏の任期満了（平

いて意見を求める件 成25年３月31日付）に伴い、その後任候補

者の推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項

61 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員今野謙氏の任期満了（平成25

いて意見を求める件 年３月31日付）に伴い、その後任候補者の

推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項


